
歳　　入

1 市　税

・市民税

（個人市民税）

＊積算根拠（単位：円）　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　（調定見込額）　　　　（収納率）      （予算額）

     ・均等割            3,500円 × 52,260人 × 98.06%  ≒    179,361,000円

　　 ・所得割            5,491,254,000 円　×  98.06% 　≒  5,384,723,000円

     ・分離課税退職分    50,000,000円　× 100.00%       ＝　   50,000,000円

                               　　 計  　                  5,614,084,000円

（法人市民税）
・均等割 （単位：千円、件）

・法人税割（税率　12.1%）

＊積算根拠　

・均等割　　　　 210,550,000円　　×　　99.95%　　≒　　  210,444,000円 ①

・法人税割　　 1,545,643,000円　　×　　99.95%　　≒　　1,544,870,000円 ②

　　 　計　①　+　②　＝　1,755,314,000円

（単位：人、千円）

区　　分 平成28年度(A) 平成27年度(B) 比較(A)-(B)

納税義務者数 52,260 52,070 190

均等割額 179,361 178,745 616

所得割額 5,384,723 5,313,998 70,725

分離課税額 50,000 55,000 △ 5,000

予　算　額 5,614,084 5,547,743 66,341

法　人　件　数 均　等　割　額　
平成28年度 平成27年度

総 数 総 数

9号法人 3,000,000 11 12 33,000 36,000 △ 3,000

8号法人 1,750,000 2 2 3,500 3,500 0

7号法人 410,000 118 127 48,380 52,070 △ 3,690

6号法人 400,000 4 5 1,600 2,000 △ 400

5号法人 160,000 70 80 11,200 12,800 △ 1,600

4号法人 150,000 18 18 2,700 2,700 0

3号法人 130,000 291 287 37,830 37,310 520

2号法人 120,000 12 13 1,440 1,560 △ 120

1号法人 50,000 1,418 1,377 70,900 68,850 2,050

合　　　計 1,944 1,921 210,550 216,790 △ 6,240

（単位：千円）

平成28年度(A) 平成27年度(B) 比較(A)-(B)

1,544,870 1,607,381 △ 62,511

（調定見込額） （収納率） （予算額）

区　分
均等割額
（円） 平成28年度

(A)
平成27年度

(B)
比　　較
(A)-(B)
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・固定資産税

（単位：地積 千㎡、課税標準額 千円）

調整区域 

市街化区域

調整区域 

市街化区域

山 一  般

林 介　在

＊積算根拠

（家屋） （単位:床面積 千㎡、課税標準額 千円）

（土地）
土地に関する調べ（免税点含む）

平成28年度 平成27年度

筆　数 地　積
課税標準額

(A)
筆　数 地　積

課税標準額
(B)

18,563 19,954 2,281,640 18,588 19,968 2,282,625 △ 985

231 107 225,414 266 123 244,480 △ 19,066

9,461 4,800 275,525 9,501 4,813 273,696 1,829

1,533 760 2,113,174 1,561 771 2,192,966 △ 79,792

宅  　 地 47,142 13,123 88,545,840 46,736 13,103 91,464,223 △ 2,918,383

2,195 1,329 41,531 2,206 1,345 42,072 △ 541

860 410 1,083,338 941 426 1,146,405 △ 63,067

池     沼 112 81 652 112 81 652 0

原     野 735 234 7,497 729 226 7,573 △ 76

雑 種 地 11,813 3,943 21,817,989 11,685 3,913 22,498,324 △ 680,335

合     計 92,645 44,741 116,392,600 92,325 44,769 120,153,016 △ 3,760,416

　（課税標準額）　    （免税点以下）　    （税率）　　   （税額）

（116,392,600,230円 － 427,332,218円）　×　1.4％　＝　1,623,513,752円

　（税額）　　　　　（減免見込額）　　（調定見込額）

1,623,513,752円　－　2,283,311円　＝　1,621,230,441円

　（調定額）　　　（収納率）　　　　（予算額）

1,621,230,000円　×　98.35％　≒　1,594,479,000円

平成28年度 平成27年度

床面積
課税標準額

(A)
床面積

課税標準額
(B)

既存分 6,046 189,963,642 6,016 185,921,072 4,042,570

新増分 77 5,023,785 73 5,245,000 △ 221,215

合　計 6,123 194,987,427 6,089 191,166,072 3,821,355

　　　年度
地目

比較
(A)-(B)

田

畑

区分
比　較

(A)－(B)
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（家屋）

＊積算根拠

 　　（課税標準額）   （税率）　      (税額)

    194,987,427,000円 × 1.4%  ≒ 2,729,824,000円

    　 (税額)  　（新築軽減・減免等）  （調定見込額）

　　2,729,824,000円 － 114,907,000円 ＝ 2,614,917,000円

    （調定見込額）  （収納率） 　（予算額）

    2,614,917,000円 × 98.35% ≒ 2,571,770,000円

件　数 件　数

   515    522

    14     14

     2      2

   531    538

＊積算根拠

　（調定見込額） （収納率）　 （予算額）

  907,319,000 円× 98.35% ≒ 892,348,000円

（償却資産） （単位：千円）

　　　　　　年度 平成28年度 平成27年度

区分
調定見込額

(A)
調定見込額

(B)

市   長   決   定       691,911       731,772 △ 39,861

総 務 大 臣 配 分       206,668       204,993 1,675

知   事   配   分         8,740         8,436 304

合　　　　計       907,319       945,201 △ 37,882

（国有資産等所在市町村交付金および納付金） （単位：円）

　　　　 　　年度
区分

平成28年度(A) 平成27年度(B)
比較

(A)-(B)

茨城県　管財課             2,391,100             2,399,700 △ 8,600

茨城県　住宅課                47,200                47,200 0

茨城県　企業局             3,887,800             4,080,700 △ 192,900

関東財務局               207,200               219,100 △ 11,900

裁  判  所                   300                   300 0

合　　　　計             6,533,600             6,747,000 △ 213,400

比較
(A)-(B)
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・軽自動車税

＊積算根拠　 調定見込額 177,560,400円 × 収納率 97.71%　≒ 173,492,000円（予算額）

  （単位：台、円）

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度

50cc以下 2,000 4,088 8,176,000 1,000 4,426 4,426,000 3,750,000

51cc～90cc 2,000 296 592,000 1,200 322 386,400 205,600

 91cc～125cc 2,400 745 1,788,000 1,600 689 1,102,400 685,600

ミニカー 3,700 59 218,300 2,500 55 137,500 80,800

小　　計 5,188 10,774,300 5,492 6,052,300 4,722,000

二　　輪 103 247,200 115 276,000 △ 28,800

1,000cc以下 492 1,180,800 535 1,284,000 △ 103,200

1,000cc超 575 1,380,000 544 1,305,600 74,400

特殊作業用 5,900 52 306,800 5,900 43 253,700 53,100

小　　計 1,222 3,114,800 1,237 3,119,300 △ 4,500

二　輪　車 3,600 1,049 3,776,400 2,400 1,051 2,522,400 1,254,000

5,400 779 4,206,600

7,200 14,917 107,402,400

8,100 401 3,248,100

10,800 251 2,710,800

12,900 1,120 14,448,000

小　計 17,468 132,015,900 16,244 116,956,800 15,059,100

3,800 25 95,000

4,000 3,322 13,288,000

5,000 98 490,000

6,000 790 4,740,000

小　計 4,235 18,613,000 4,316 17,264,000 1,349,000

乗　　用 5,500 1 5,500 5,500 1 5,500 0

2,900 1 2,900

3,000 117 351,000

3,800 7 26,600

4,500 12 54,000

小　計 137 434,500 124 372,000 62,500

小　　計 22,890 154,845,300 21,736 137,120,700 17,724,600

二輪の小型自動車 6,000 1,471 8,826,000 4,000 1,445 5,780,000 3,046,000

合　　　　計 30,771 177,560,400 29,910 152,072,300 25,488,100

＊台数増影響額（調定）　8,352,900円　　税率改正影響額（調定）　17,135,200円

区　　　分
比　較
(C)-(D)税額

（円）
課税台数

(A)
調定額
(C)

税額
（円）

課税台数

(B)
調定額
(D)

原
動
機
付
自
転
車

小
型
特
殊

農
耕
用

2,400 2,400四
輪

乗　　用 7,200 16,244 116,956,800 15,059,100

貨　　物 4,000 4,316 17,264,000 1,349,000

営
業
用

貨　　物 3,000 124 372,000 62,500

軽
自
動
車

四
輪
車

自
家
用
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・市たばこ税 （単位：本、円）

＊積算根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

    ・たばこ販売本数(平成27年度推定販売本数)

        1級たばこ　115,972,204本　　　3級たばこ　5,563,733本

    ・従量割 課税標準額

      （1級）115,972,204本×0.98(伸び率)

　　　　　　　　　　　×5,262/1,000(1本当たりの税額)  ≒ 598,040,817円 ‥ ①

 　　　(3級)　 5,563,733本×0.98(伸び率)

　　　　　　　　　　　×2,925/1,000(1本当たりの税額)  ≒  15,948,439円 ‥ ②　

　　　　　　　　　　　　　　計     ① ＋ ②　 ≒ 613,989,000円　（予算額）

 ※　3級たばこ税率改正Ｈ28.4.1～（1,000本あたり2,495円⇒2,925円）影額額　2,344,557円

・都市計画税

（土地） 納税義務者数及び課税標準額（免税点以上） （単位：人、千円）

※納税義務者数の合計は、法人も含めた実数である。

＊積算根拠

（家屋）  （単位:床面積 千㎡、課税標準額 千円）

＊積算根拠

    　 （課税標準額）   　（税率）      (税額)

 　   166,256,666,000円 × 0.30%  ＝ 498,770,000円

        (税額) 　 　  （減免等）     （調定見込額）

   　 498,770,000円 － 769,000円　＝　498,001,000円

   　 （調定見込額）　 （収納率）  　（予算額）

      498,001,000円　×　98.35%　≒　489,783,000円

区　　　分 平成28年度(A) 平成27年度(B) 比較(A)-(B)

課税標準本数 119,105,217 120,384,534 △ 1,279,317

税　　　　額 613,989,000 618,651,000 △ 4,662,000

年度 平成28年度 平成27年度 比較 比較
(A)-(B) (C)-(D)

項目

土　地 25,815 133,652,064 25,512 136,975,688 303 △ 3,323,624

　（課税標準額）　　 （税率）　    （税額）

133,652,064,399円　×　0.3％　＝　400,956,193円

　（税額）　　（減免見込額）　   （調定見込額）

400,956,193円　－　286,822円　＝　400,669,371円

（調定額）　　　 （収納率）       （予算額）

400,669,000円　×　98.35％　≒　394,057,000円

平成28年度 平成27年度

床面積 課税標準額(A) 床面積 課税標準額(B)

既存分 4,847 161,749,666 4,816 158,250,334 3,499,332

新増分 65 4,507,000 66 4,668,000 △ 161,000

合計 4,912 166,256,666 4,882 162,918,334 3,338,332

納税義務者数
(A)

課税標準額
(C)

納税義務者数
(B)

課税標準額
(D)

区分
比較

(A)-(B)
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（単位：円）

 

 税　　目 

 （Ａ） （Ｂ） (Ａ）×（Ｂ）＝（Ｃ） （Ｄ） （Ａ)-（Ｃ）-（Ｄ）＝（Ｅ） （Ｆ） （Ｅ）×（Ｆ）＝（Ｇ） （参考）

個 人 市 民 税 6,137,276,670 92.00% 5,646,232,454 75,000,000 416,043,000 24.17% 100,565,055 16.83%

 前　年　度　分 5,621,066,500 98.06% 5,512,017,810 0 109,048,000 25.50% 27,807,240 

 前々年度以前分 516,210,170 26.00% 134,214,644 75,000,000 306,995,000 23.70% 72,757,815 

法 人 市 民 税 1,855,615,652 99.40% 1,844,460,918 1,900,000 9,254,000 20.25% 1,873,825 13.43%

 前　年　度　分 1,842,824,000 99.95% 1,841,902,588 0 921,000 22.50% 207,225 

 前々年度以前分 12,791,652 20.00% 2,558,330 1,900,000 8,333,000 20.00% 1,666,600 

固 定 資 産 税 5,675,864,403 91.56% 5,196,664,263 141,000,000 338,200,000 24.08% 81,427,521 11.38%

 前　年　度　分 5,142,971,000 98.35% 5,058,111,979 0 84,859,000 25.50% 21,639,045 

 前々年度以前分 532,893,403 26.00% 138,552,285 141,000,000 253,341,000 23.60% 59,788,476 

軽 自 動 車 税 171,168,085 92.59% 158,477,375 3,000,000 9,690,000 20.94% 2,029,525 16.56%

 前　年　度　分 159,881,300 97.71% 156,220,018 0 3,661,000 22.50% 823,725 

 前々年度以前分 11,286,785 20.00% 2,257,357 3,000,000 6,029,000 20.00% 1,205,800 

市 た ば こ 税 0 100.00% 0 0 0 0.00% 0 0.00%

 前々年度以前分 0 100.00% 0 0 0 0.00% 0 

都 市 計 画 税 987,337,868 91.41% 902,477,900 25,000,000 59,859,000 24.07% 14,406,537 11.38%

 前　年　度　分 892,564,000 98.35% 877,836,694 0 14,727,000 25.50% 3,755,385 

 前々年度以前分 94,773,868 26.00% 24,641,206 25,000,000 45,132,000 23.60% 10,651,152 

合　　計 14,827,262,678 92.72% 13,748,312,911 245,900,000 833,046,000 24.04% 200,302,463 13.72%

 前　年　度　計 13,659,306,800 98.44% 13,446,089,089 0 213,216,000 25.44% 54,232,620 

 前々年度以前計 1,167,955,878 25.88% 302,223,822 245,900,000 619,830,000 23.57% 146,069,843 

28年度市税滞納繰越予算計上積算表

※　滞納繰越分の予算額は、それぞれ各税目千円未満を切り捨てて計上しているので、端数の関係で合計とは一致しない。

27 年度末
調定見込額

収 入
見込率

収入見込額
不納欠損
見 込 額

28年度への
滞納繰越見込額
(H28調定額）

徴 収
見込率

 徴収見込額
26年度
収納率
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（単位：千円、%）

28年度 27年度 増減額 増減率 概            要

2 309,000 309,000 0 0.0

3 18,000 23,000 △ 5,000 △ 21.7
個人の納めた県民税利子割の100分の59.4に相当
する金額を市町村に対し個人県民税の額に按分し
て交付される。

4 107,000 107,000 0 0.0
県に納入された配当割額の100分の59.4に相当す
る金額を市町村に対し個人県民税の額に按分して
交付される。

5 53,000 53,000 0 0.0
県に納入された株式等譲渡所得割額の100分の
59.4に相当する金額を市町村に対し個人県民税の
額に按分して交付される。

6 1,580,000 1,480,000 100,000 6.8

地方消費税の2分の1に相当する金額が、直近の国
勢調査の人口、事業所統計の従業者数により按分
して交付される。また、地方消費税の引上げ分に
ついては、全額国勢調査の人口により按分し交付
される。

7 54,000 57,000 △ 3,000 △ 5.3
県に納入された当該市町村に所在するゴルフ場に
係るゴルフ場利用税の10分の7に相当する金額が
交付される。

8 34,000 34,000 0 0.0

道路特定財源の一般財源化に伴い、市町村道整備
の財源としての使途制限を廃止。県に納入された
自動車取得税総額の100分の66.5に相当する金額
が、市町村に道路の延長及び面積に按分して交付
される。

9 56,000 56,000 0 0.0

10 5,611,000 4,918,000 693,000 14.1

歳  入  項  目

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割
交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税
交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

自動車重量譲与税 219,000 216,000 3,000 1.4

道路特定財源の一般財源化に伴い、市町村道整備
の財源としての使途制限を廃止。自動車重量税総
額の407/1,000が市町村に譲与されるもので、道
路の延長及び面積に按分して譲与される。

地方揮発油譲与税 90,000 93,000 △ 3,000 △ 3.2

道路特定財源の一般財源化に伴い、地方道路譲与
税の名称を地方揮発油譲与税に改正。地方揮発油
税総額の100分の42が道路の延長及び面積に按分
して市町村に譲与される。

減収補てん特例交付金
（住宅ローン分）

56,000 56,000 0 0.0

所得税から個人市民税への税源移譲により、所得
税で控除しきれない住宅借入金等特別税額控除
（ローン控除）を個人市民税から控除することと
なったことに伴い、市町村に生じる減収を補てん
するため交付される。

普通交付税 5,150,000 4,500,000 650,000 14.4

国税のうち所得税・法人税・酒税・消費税を原資
とし、基準財政需要額が基準財政収入額を超える
団体に交付される。（臨時財政対策債に振替、
1,740,000千円）

特別交付税 461,000 418,000 43,000 10.3
普通交付税で補捉されない特別の財政需要に対
し、地方交付税総額の6%が交付される。
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（単位：千円、%）

28年度 27年度 増減額 増減率 概            要歳  入  項  目

11 14,000 15,000 △ 1,000 △ 6.7
交通安全施設整備の財源として交付されるもの
で、交付基準は交通事故発生件数と人口集中地区
人口が基礎となり交付される。

12 233,209 251,725 △ 18,516 △ 7.4

老人福祉施設入所者負担金、民間保育園入所児保
護者負担金、取手北相馬休日夜間緊急診療所運営
費負担金、常総地域病院群輪番制病院運営費負担
金、放課後児童対策事業保護者負担金等

13 947,829 995,226 △ 47,397 △ 4.8

・使用料（自転車駐車場、公立保育所、道路・住
宅・公園、体育館・テニスコート、公民館・ギャ
ラリー等）
・手数料（戸籍関係、し尿処理、粗大ごみ収集運
搬、建築確認等）

14 4,292,267 4,040,981 251,286 6.2

各事業及び事務にかかる負担金、補助金、委託金
（子どものための教育・保育給付費負担金
383,329
千円、生活保護費負担金1,203,522千円、臨時福
祉
給付金104,505千円、防災・安全交付金95,920千

15 1,987,916 2,054,390 △ 66,474 △ 3.2 各事業及び事務にかかる負担金、補助金、委託金

16 44,812 54,182 △ 9,370 △ 17.3 土地売払収入、土地貸付料、利子等

17 5,197 712 4,485 629.9
一般寄附金、平和基金寄附金、みどりの基金寄附
金、ふるさと取手応援基金寄附金等

・基金繰入金

財政調整基金繰入金500,000千円、減債基金繰入
金400,000千円、みどりの基金繰入金2,528千円、
公共施設整備基金繰入金267,313千円、学校施設
整備基金繰入金67,567千円、ふるさと取手応援基
金繰入金9,500千円、環境基金繰入金120千円、地
域福祉基金繰入金27,000千円

・特別会計繰入金

後期高齢者医療特別会計繰入金100千円、介護保
険特別会計繰入金5,000千円

19 500,000 500,000 0 0.0 平成27年度からの繰越金

20 1,144,193 1,429,472 △ 285,279 △ 20.0
市税延滞金、預金利子、貸付金元利収入、受託事
業収入、収益事業収入、給食事業収入、雑入

21 3,973,300 4,022,200 △ 48,900 △ 1.2
民生債、農林水産業債、商工債、土木債、消防
債、教育債、合併特例債、臨時財政対策債、災害
援護資金貸付債

1,740,000 2,000,000 △ 260,000 △ 13.0

交通安全対策
特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰越金

諸収入

市債

うち臨時財政対策債

18 繰入金 1,279,128 828,004 451,124 54.5
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